
 

 

 

Ⅲ 保険料 
 



１  保険料率及び賦課限度額の推移  

 

（単位：円、％）

第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期

平成20・21年度平成22・23年度平成24・25年度平成26・27年度平成28・29年度 平成30・令和元年度

37,800 37,800 42,000 43,200 43,200 43,200

7.14 7.18 8.54 8.54 8.54 8.54

50万 50万 55万 57万 57万 62万 

所得割率

賦課限度額

均等割額

 

 

２  保険料の賦課状況  

 

平成 30 年度の当初賦課時における決定保険料額は 15,483,860,500 円で前年度

より 865,035,000 円増加しています。  

  平成 30 年度の当初賦課時における保険料軽減について、均等割軽減対象者は賦

課対象被保険者数全体の約 66％が該当しています。また、軽減総額は、賦課総額

の約 25％を占めています。  

 

○決定保険料額（当初賦課時）                   

（単位：人、円）

被保険者数

算出保険料①

　所得割額

＋均等割額

限度超過額②
賦課総額

（①－②）
所得割軽減額 均等割軽減額 決定保険料額

１人当たり

保険料額

平成28年度 249,173 21,273,668,422 1,967,476,332 19,306,192,090 324,464,654 5,170,536,720 13,634,363,300 54,718

平成29年度 256,050 22,224,742,773 2,166,977,882 20,057,764,891 140,929,125 5,101,466,400 14,618,825,500 57,094

平成30年度 262,028 22,819,027,722 2,061,260,354 20,757,767,368 － 5,092,251,840 15,483,860,500 59,092
 

 
○軽減額及び軽減該当被保険者数（当初賦課時）  

（単位：人、円、％）

９割軽減 ８.５割軽減 ５割軽減 ２割軽減 被扶養者軽減 合　計

人数 52,394 40,547 22,335 20,625 25,307 161,208 26,666

被保険者数に

占める割合
21.03 16.27 8.96 8.28 10.16 64.70 10.70

軽減額 2,037,078,720 1,488,885,840 482,436,000 178,200,000 983,936,160 5,170,536,720 324,464,654

賦課総額に

占める割合
10.55 7.71 2.50 0.92 5.10 26.78 1.68

人数 52,143 48,316 24,855 22,933 18,683 166,930 28,668

被保険者数に

占める割合
20.36 18.87 9.71 8.96 7.30 65.19 11.20

軽減額 2,027,319,840 1,774,163,520 536,868,000 198,141,120 564,973,920 5,101,466,400 140,929,125

賦課総額に

占める割合
10.11 8.85 2.68 0.99 2.82 25.43 0.70

人数 52,589 50,596 28,742 25,030 16,325 173,282 -

被保険者数に

占める割合
20.07 19.31 10.97 9.55 6.23 66.13 -

軽減額 2,044,660,320 1,857,885,120 620,827,200 216,259,200 352,620,000 5,092,251,840 -

賦課総額に

占める割合
9.85 8.95 2.99 1.04 1.70 24.53 -

所得割軽減

（※②）

均等割軽減（※①）

平

成

30

年

度

平

成

28

年

度

平

成

29

年

度
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（※①） ・ 被扶養者軽減の軽減割合（平成 28 年度は９割軽減）が、平成 29 年    

度は７割軽減、平成 30 年度は５割軽減に見直されました。  

・  軽減特例措置が段階的に見直されていることから、次のとおり、

均等割軽減における計上方法を変更しました。  

 

 

 

 

 

 

そのため、『平成 28 年度』と『平成 29 年度』の数値が、平成 28 年   

度版と平成 29 年度版の年報と相違しています（下表【参考】のと

おり）。  

  （※②）   ・  所得割軽減は、平成 30 年度から廃止となりました。   

 
【参考】平成 28 年度版及び平成 29 年度版に掲載した『  ○軽減額及び軽減該当被保    

険者数（当初賦課時）』 （※網掛部分が平成 30 年度版と相違しています。）  

（単位：人、円、％）

９割軽減 ８.５割軽減 ５割軽減 ２割軽減 被扶養者軽減 合　計

人数 43,500 40,547 22,335 20,625 34,201 161,208 26,666

被保険者数に

占める割合
17.46 16.27 8.96 8.28 13.73 64.70 10.70

軽減額 1,691,280,000 1,488,885,840 482,436,000 178,200,000 1,329,734,880 5,170,536,720 324,464,654

賦課総額に

占める割合
8.76 7.71 2.50 0.92 6.89 26.78 1.68

人数 43,454 42,405 24,855 22,933 33,283 166,930 28,668

被保険者数に

占める割合
16.97 16.56 9.71 8.96 13.00 65.19 11.20

軽減額 1,689,491,520 1,557,111,600 536,868,000 198,141,120 1,119,854,160 5,101,466,400 140,929,125

賦課総額に

占める割合
8.42 7.76 2.68 0.99 5.58 25.43 0.70

所得割軽減
均等割軽減

平

成

29

年

度

平

成

28

年

度

 

 

３  保険料の収納状況  

 

平成 30 年度 (令和元年５月末現在 )の保険料調定額は 15,816,888,350 円、収納

率は 99.37％で、前年度より 0.01 ポイント減少しています。  

（単位：円、％）

収納率 収納率

99.38 98.34

99.38 98.28

99.37 98.28平成30年度 15,816,888,350 15,716,816,248 5,832,500,650 5,732,428,548

平成28年度 13,951,407,966 13,865,159,749 5,209,592,318 5,123,344,101

平成29年度 14,923,730,750 14,831,152,772 5,396,552,950 5,303,974,972

現年度分（特徴＋普徴） 普通徴収（再掲）

調定額 収納額 調定額 収納額

 

 

所得の低い方への均等割軽減と被扶養者軽減が重複

した場合、平成 29 年度版以前の年報では、被扶養者軽

減に計上していましたが、平成 30 年度版の年報では、

所得の低い方への均等割軽減に計上しています。  

 

〈計上方法の変更内容〉  
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